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要　旨
　本研究においては、製造業におけるサプライチェーン全体を通しての品質原価削減に効果
的であると考えられる、組織間において適用される品質原価計算について焦点を当てる。ま
ずは文献レビューを行い、先行研究をまとめる。次にレビューに基づいて組織間における品
質原価計算についての体系整理と考察を行う。考察においては、組織間管理会計の知見を援
用する。そして、体系整理と考察に基づいて、組織間における品質原価計算の課題を抽出す
る。研究の結果として、組織間における品質原価計算はバイヤー・サプライヤー間でどのよ
うなコントロールが成立している場合にも適用可能であること、バイヤー・サプライヤー間
のコントロール構造毎に適切な組織間品質原価計算のアプローチが存在すること、組織間に
おける品質原価計算を考察する上で組織間管理会計の知見が有益であることが判明した。
1.　はじめに
　近年、バイヤー・サプライヤー間において、組織の境界を越えて用いられる品質原価計算
の実務が出現しつつある。それに伴い、組織間において適用される品質原価計算についての
研究も行われている。このような、組織間における品質原価計算は、製造業の企業がサプラ
イチェーン全体を通した品質管理を効果的に行っていくために、非常に重要になることが想
定される。その理由として、バイヤーにとってサプライヤー由来の品質原価が大きな問題と
なっていることが指摘できる。この点についてWinchell（1986）は、バイヤーにとってサ
プライヤー関連の品質原価は巨額であり、場合によっては製品の最終価格の 10％から 20％
を占めるかもしれないと主張している（p.369）。
　このような状況において、バイヤーは品質原価削減のためにサプライヤーの品質問題に対
処する必要がある。この点に関して、伊藤（2005）は、品質はバイヤーの製造や設計のプ
ロセスだけでなく、サプライヤーを通じて提供される部品や素材に大きく影響されるので、
バイヤーが品質不良の予防や品質原価低減を行っていくためには、サプライヤーに注目する
必要があると主張している（p.152）。
　そして、バイヤーがサプライヤー由来の品質原価に対処するためには、組織間において品
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質原価計算を活用することが望ましい。たとえば、Castillo-Villar Smith and Simonton
（2010）においては、サプライチェーンに品質原価計算を組み込むことにより、サプライ
チェーンを品質原価について考慮しつつ最適化することができると主張されている（p.5）。
　しかし、このような組織間における品質原価計算についての知見は、不足しているのが実
情である。確かに先行研究は存在するがその量は少なく、体系的な整理も行われていない。
そのために、組織間における品質原価計算についての全体像が把握できていない状況にあ
る。更に、組織の境界を越えて用いられる管理会計を対象とする研究領域である、組織間管
理会計研究においても、品質原価計算に焦点は当てられていない。そのため、組織間管理会
計研究によって得られた知見が、組織間における品質原価計算にどの程度適応するのかにつ
いても不明な状況である。
　そこで、本論文においては、組織間における品質原価計算について、先行文献のレビュー
を行った上で、体系整理と考察を行う。特に、考察においては組織間管理会計の知見を援用
する。加えて、体系整理と考察の結果に基づいて、組織間における品質原価計算の課題につ
いて検討する。
　本論文の研究目的は、二点存在する。一点目は、体系整理を行って組織間における品質原
価計算の全体像を把握することによって、組織間における品質原価計算という総体を構成す
る個別のアプローチについて認識し、検討を行うことである。二点目は、組織間管理会計研
究において、組織間における品質原価計算を対象とする必要性を示すことである。
2.　組織間品質原価計算の文献レビュー
　品質原価計算とは企業の品質問題を貨幣評価するための管理会計手法である。Feigen-
baum（1991）においては、品質原価計算は、品質プログラムにおける投資を、原価の削減
や利益向上などとして評価するための基礎であり、品質システムの経済性の基盤となるもの
であると説明される。また、品質原価に関して、予防コスト・評価コスト・内部失敗コスト・
外部失敗コストの四種類に分類されている（1）。予防コストは欠陥や品質不良を生じないよ
うにするための費用であり、評価コストは製品の品質を評価するための費用であり、内部失
敗コストは品質不良によって企業内部で生じる損失であり、外部失敗コストは品質不良に
よって企業の外部で生じる損失である（p.110-112）。近年では、前節において指摘したよう
に、品質原価計算が実務において組織の境界を越えて適用されつつあり、組織間における品
質原価計算を対象にした研究も出現しつつある。組織間における品質原価計算の先行研究は
───────────
（1） 本論文において、基本的にはコストという語は用いず原価と置き換えているが、予防コスト・評価コス
ト・内部失敗コスト・外部失敗コストに関しては、一般的な用法に基づいてコストという語を用いてい
る。
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海外においても国内においても行われている。特に海外の研究に関しては、一般的な品質原
価計算についての議論とは別に、数式モデルなどを用いてサプライチェーンにおける品質原
価の見積もりを行う研究も存在する。そこで、組織間における品質原価計算の先行研究を、
「海外における研究」「国内における研究」「サプライチェーン品質原価見積もりの研究」の
三種類に分類し、それぞれについて文献レビューを行っていく。
2.1　海外における研究
　海外における研究についてレビューを行っていく。Winchell（1986）は、バイヤーにとっ
てサプライヤーの品質原価のマネジメントは重要であるが、その多くは隠れた品質原価とし
て可視化されない状態にあると主張している。そのような隠れた品質原価としては、サプラ
イヤーの工場内で発生する品質原価や、サプライヤーへの技術者の派遣費用などが指摘され
ている。そして、隠れた品質原価を管理するために、納入部材受入検査費などのサプライヤー
の品質原価の中でも可視化されている部分に着目して、隠れた品質原価の指標にするべきで
あると主張している。また、サプライヤーの品質原価をコントロールするための方法として、
サプライヤーに品質原価計算のプログラムを導入するよう勧めることや、バイヤーの品質原
価計算のプログラムを活用してサプライヤーの品質問題を識別し、サプライヤー選択やサプ
ライヤーにおける問題解決のために用いることが提唱されている。加えて、サプライヤーの
品質原価のどの部分が重要なのかを決定し、どのサプライヤーが問題を引き起こしているか
を特定することによって、サプライヤーの品質原価が最適化されると指摘している（pp.368-
373）。このように、Winchell（1986）は、組織間の品質原価計算に注目した初期の研究で
あり、サプライヤー由来の隠れた品質原価の内容と、隠れた品質原価への対応策について整
理されている。
　O’Guin（1991）は、ABCによって品質原価を原価計算システムと関連付けることを主張
している（pp.117-125）。特に品質原価計算の組織間での適用に関して、ABCによって品質
原価を計算する利点が三点指摘されている。一点目は、品質原価の発生原因がサプライヤー
なのかバイヤー内のビジネスプロセスなのかを識別することができること、二点目は購買部
門が部品購入の際に品質原価も含めた真の総原価を理解できるようになること、三点目は購
買部門がサプライヤー間の品質原価を比較可能になることである（pp.72-77）。このように、
O’Guin（1991）においては、ABCとの関連で、組織間における品質原価計算について検討
されている。
　Carr and Ittner（1992）は、バイヤーが、サプライヤーから製品を購入するときに、単に
価格だけでなくTCO（total cost of ownership）に注目していること、TCOの削減にはサプ
ライヤーとの長期的な関係が必要であることを指摘している。TCOには、純粋な購入費用
だけでなく、在庫保有費用、品質失敗原価、輸送失敗による費用などが含まれる。Carr and 
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Ittner は、特に TCOの中でも品質や輸送に注目している企業の事例について中心的に紹介
している（pp.42-51）。このように、Carr and Ittner（1992）は、品質原価に限定した議論
ではないが、実務においてサプライヤーの品質原価に注目しているバイヤーの存在を示して
いる。
　ASQ Quality Costs Committee（1999）は、サプライヤーにおける隠れた品質原価につい
てWinchell とほぼ同様の指摘を行った後、サプライヤー格付けのために QCPI（quality 
cost performance index）という指標が用いられているということを指摘している。QCPI は
以下の式によって示される。
QCPI ＝
サプライヤーの品質原価＋購入費用
購入費用
　サプライヤーの品質が完全であればQCPI の値は 1.000 となり、品質原価の割合が大きく
なるほど、QCPI の値も大きくなる。そして、サプライヤーからの購買価格だけでなく
QCPIの値も考慮したサプライヤーの格付けが行われることとなる（pp.74-80）。このように、
ASQ Quality Costs Committee（1999）においては、品質原価に基づいたサプライヤー格付
けのシステムについて言及されている。
　それ以外にも、バイヤー・サプライヤー間において、契約の際に品質原価関連のどのよう
な情報が利用可能であるかによって、契約がどのように変化するかを分析した Baiman 
Fischer and Rajan（2000）や、ASQ Quality Costs Committee（1999）と同様の品質原価を
用いたサプライヤー格付けを主張するChen and Yang（2004）などの、海外において組織間
の品質原価計算を取り上げた研究が存在する。
2.2　国内における研究
　国内における研究のレビューを行っていく。伊藤（2005）は、Winchell などの海外の議
論を受けて、サプライヤーの品質原価の重要性を指摘した上で、日本においてはバイヤー・
サプライヤー関係が海外と比べて濃密であるため、バイヤーとサプライヤーが品質原価に関
する情報を共有し、一致協力して品質原価の低減を目指す方向性が望ましいと主張を行って
いる。一方で、日本のサプライヤーシステムに変化が生じつつあるという現状についても指
摘を行っている（pp.152-165）。また、組織間における品質原価計算の事例に関して、バイ
ヤーがサプライヤーに対して取得を要請する、ISO/TS16949（2）という自動車業界の品質規
格において、品質原価の分析が要求されていることや（pp.4-6）、ホンダにおいて取引先に
品質原価の測定と報告を義務付けていること（p.105）を指摘している。
　このように、伊藤（2005）は海外の研究を踏まえた上で、日本における組織間の品質原
価計算の活用について検討を行っている。
　それ以外にも、伊藤（2005）の前段階の研究である伊藤（1999）や、O’Guin（1991）と
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同様にABCを活用することでサプライヤーの品質原価について分析が可能になると主張す
る朴（2006）などの、国内において組織間の品質原価計算を取り上げた研究が存在する。
2.3　サプライチェーン品質原価見積もりの研究
　サプライチェーン品質原価見積もりの研究についてレビューを行っていく。Ramudhin, 
Alzaman and Bulgak（2008）は、サプライチェーンの総原価を品質原価も含めて算定する
モデルを開発した。そして、六社のサプライヤー、三か所の工場、二社の顧客を仮定して数
値を代入し、品質原価の有無が総原価に与える影響について分析した。その結果として、品
質原価を組み込んだモデルにおける原価が $641,730、組み込まないモデルにおける原価は
$552,295 であり、およそ 16％の差があることが判明した（pp.72-82）。
　このように、Ramudhin et al.（2008）は上記のモデルを活用して品質原価がサプライチェー
ンの総原価に占める割合が高いことを示した。
　また、Srivastava（2008）は、まず先行研究のレビューを行い、品質原価計算の研究にお
いて、焦点は個別の企業に集中していて、サプライチェーンにおける品質原価について注意
が払われてこなかったことを指摘している。その上で、インドの製薬会社のサードパー
ティーにおける品質原価の見積もりを、A社からE社までの五箇所のサプライヤーについ
て行っている。（pp.195-203）。その結果は、以下の表 1のようになった。
表 1：Srivastava（2008）による品質原価の見積もり
所在
予防
コスト
評価
コスト
内部失敗
コスト
外部失敗
コスト
失敗コスト
合計
品質原価
合計
予防コスト＋
評価コストの
割合（％）
A 570 4.8 54.9 56.4 111.3 686.1 84％
B 519 53.2 14.2 559.5 573.7 1145.9 50％
C 651 53.2 49.4 296 345.4 1049.6 67％
D 230 4.8 3120.8 0 3120.8 3355.6 7％
E 400 59.8 79.6 67.8 147.4 607.2 76％
＊単位は 100 万 INR（Indian National Rupees）
出展：Srivastava（2008, p.204）
───────────
（2） ISO/TS16949 の詳細に関して、菱沼（2010）を元に説明する。ISO/TS16949 は、自動車業界の品質
保証に関する国際規格である。欧米各国の自動車業界においては、自動車メーカーのサプライヤーに対
する要求事項を合理化するために、ドイツのVDA6.1 や米国のQS-9000 などの国別の規格が存在して
いた。このような規格をさらに国際的に統一するために ISO/TS16949 は発行された。ISO/TS16949
においては、品質マネジメントシステムの成果を含む実施状況について報告するために、品質不良原価
の定期報告と評価が求められている（p.18-19,p.93）。
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　このように、Srivastava（2008）においては、具体的なサプライヤー企業に対しての品質
原価の見積もりが行われている。
　そして、Castillo-Villar Smith and Simonton（2010）は、直接的に品質原価見積もりモデ
ルの考案を行っているわけではないが、Ramudhin et al. （2008）や Srivastava（2008）など
の論文についてレビューを行った上で、サプライチェーンの総原価を算定するための数式モ
デルに品質原価を統合することによって、サプライチェーンの品質原価を計算するための関
数を得ることができると主張する。そして、サプライヤーや自社の工場における品質原価を
評価することによってサプライチェーンの品質と原価の最適化が可能になり、品質原価を内
部だけでなく外部の業績指標として用いることが可能になると主張する（pp.1-6）。
　このように、Castillo-Villar Smith and Simonton（2010）は文献レビューを行ったうえで、
サプライチェーンの原価算定モデルにおける品質原価情報の重要性を指摘している。
　それ以外にも、航空宇宙業界を対象にしたAlzaman Ramudhin and Bulgak（2009）や、意
思決定モデルとしてのサプライチェーン品質原価モデルの策定を試みた Castillo-Villar 
Smith and Simonton（2011）などのサプライチェーンにおける品質原価の見積もりについて
取り上げた研究が存在する。
3.　組織間品質原価計算の体系整理
　前節の文献レビューに基づいて、組織間において適用される品質原価計算の体系整理を行
う。組織間における品質原価計算について体系整理を行う目的は、組織間における品質原価
計算の全体像を明らかにすることである。特に、組織間における品質原価計算という広範な
概念の中に、どのようなアプローチが構成要素として含まれているかを特定することは、組
織間品質原価計算について構成要素別の分析を可能にし、状況に応じて最適な組織間品質原
価計算のアプローチを選択することにつながる。
3.1　導入要求型
　組織間における品質原価計算は、五種類のアプローチに分類することができる。第一に、
組織間においてバイヤーがサプライヤーに品質原価計算の導入を要求するという形式で、品
質原価計算の適用可能性があることが認識できる。Winchell（1986）においては、バイヤー
にとってサプライヤーに品質原価計算プログラムの導入を勧めることが望ましいと主張され
ていた（p.372）ことは既に確認した通りである。また、伊藤（2005）においては、ISO/
TS16949 やホンダの事例を通じて、バイヤーがサプライヤーに品質原価の分析を要求して
いることが指摘されている（p.4-6,105）。このような組織間での品質原価計算を、本論文で
は「導入要求型」の品質原価計算と呼称する。
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　このような「導入要求型」の品質原価計算の特徴として、バイヤーにとっては、サプライ
ヤーの品質原価計算導入により、サプライヤー由来の品質原価が減少するというメリットが
ある。一方で、サプライヤーにとっては品質原価計算導入による品質原価計算低減というメ
リットが存在するが、品質原価計算の導入費用が生じることになる。
3.2　改善要求型
　第二に、組織間においてバイヤーが自社の品質原価情報に基づいて、サプライヤーからの
購入部品についての品質問題を把握し、サプライヤーに品質改善を要求するという形式で、
品質原価計算の適用可能性があることが認識できる。このアプローチに関しての先行文献に
おける記述は存在しないが、バイヤーがサプライヤーに対して品質改善の要求を行うのはバ
イヤー・サプライヤー関係においては通常であり、その要求において品質原価情報を活用す
るというのは、品質原価計算を導入している企業にとっては妥当な判断であろう。このよう
な組織間での品質原価計算を、本論文では「改善要求型」の品質原価計算と呼称する。
　このような「改善要求型」の品質原価計算の特徴として、バイヤーにとっては、サプライ
ヤーの品質改善の結果として、連鎖的にバイヤーのおける品質問題が改善され、品質原価削
減につながるというメリットがある。一方で、サプライヤーにとっては品質改善のための費
用が生じることになる。あくまでもバイヤーの問題を解決するために要求される品質改善で
あるため、要求に従うことでサプライヤーにおいて品質原価が必ずしも削減されるとは限ら
ず、サプライヤーにとってのメリットは存在しないことになる。
3.3　協働改善型
　第三に、組織間においてバイヤーとサプライヤーが品質原価計算を協力して実践するとい
う形式で、品質原価計算の適用可能性があることが認識できる。これは、伊藤（2005）に
おいて、バイヤーとサプライヤーが一致協力して品質原価を低減していくアプローチとして
主張されている（pp.158-159）。このような組織間での品質原価計算を、本論文では「協働
改善型」の品質原価計算と呼称する。
　このような「協働改善型」の品質原価計算の特徴として、バイヤーにとって、サプライ
チェーン全体での品質原価が削減されることによって利益を得ることができるというメリッ
トが存在するが、サプライヤーにおける品質原価削減に協力するために費用が必要になる。
確かに協働改善型においてはバイヤーとサプライヤーが相互に協力を行うとはいえ、バイ
ヤーとサプライヤーの階層関係を考えると、サプライヤーがバイヤーの工場における品質原
価削減に協力するよりも、バイヤーがサプライヤーの工場における品質原価削減に協力する
場合の方が多いことが想定できる。一方でサプライヤーにとっては、バイヤーと協力して効
果的に品質改善・品質原価削減を行うことができるというメリットが存在するが、バイヤー
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に品質改善の協力をしてもらう過程でバイヤーにサプライヤーの内部情報を把握され、バイ
ヤーにとって都合が良いように情報を利用されるリスクが生じることになる。情報の共有は
相互に行われるとはいえ、バイヤーとサプライヤーの階層関係を考えると、サプライヤーの
原価情報や品質情報をバイヤーに把握される方が、バイヤーのそれがサプライヤーに把握さ
れるよりも、契約において情報が悪用されるリスクが大きくなる。
3.4　購買選択型
　第四に、組織間においてバイヤーがサプライヤーの品質原価を独自に見積もり、その情報
に基づいてサプライヤー選択を行うという形式で、品質原価計算の適用可能性があることが
認識できる。この点について、Winchell（1986）においては、バイヤーがサプライヤー由来
の隠れた品質原価に対応するアプローチの一つとして、サプライヤー関連の品質原価を追跡
し、サプライヤーの格付けに用いることが主張されている（p.372）。また、Carr and Ittner
（1992）や ASQ Quality Costs Committee（1999）においても、サプライヤー評価における
品質原価の活用について言及されている。このような組織間での品質原価計算を、本論文で
は「購買選択型」の品質原価計算と呼称する。
　このような「購買選択型」の品質原価計算の特徴として、バイヤーにとっては、品質原価
を含めた総原価が最小となるようなサプライヤーが選択可能になるというメリットが存在す
るが、サプライヤーの品質原価を見積もるために費用が生じることになる。一方で、サプラ
イヤーにとっては品質原価を含めた総原価によって、バイヤーから取引の可否を判断される
ことになる。そのことは、品質が優れているサプライヤーにとってはメリットであり、品質
に優れていないサプライヤーにとってはデメリットである。
3.5　改善補助型
　第五に、組織間においてバイヤーがサプライヤーの品質原価を独自に見積もり、その情報
に基づいてサプライヤーにおける品質原価低減に協力するという形式で、品質原価計算の適
用可能性があることが認識できる。Winchell（1986）においては、バイヤーが、サプライヤー
の品質原価の内バイヤーに認識可能な部分の情報を用いて、サプライヤーにおける必要な品
質改善を識別し、改善のための共同プロジェクトを実行することが主張されている（p.373）。
このような組織間での品質原価計算を、本論文では「改善補助型」の品質原価計算と呼称す
る。
　このような「改善補助型」の品質原価計算の特徴として、バイヤーにとっては、サプライ
ヤーの品質改善によってサプライヤー由来の品質原価が削減されるというメリットが存在す
るが、サプライヤーの品質原価を見積もるための費用と、サプライヤーの品質改善を支援す
るための費用が生じることになる。一方で、サプライヤーにとってはバイヤーからの支援に
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よって、通常よりも効果的に品質改善を行うことができ、品質原価削減につながるというメ
リットが存在するが、バイヤーに品質改善の支援をしてもらう過程でバイヤーにサプライ
ヤーの内部情報を把握される可能性があり、バイヤーにとって都合が良いように情報を利用
されるリスクが生じる。
4.　組織間品質原価計算と組織間管理会計の関係についての考察
　組織間における品質原価計算を、五種類の分類それぞれについて、組織間管理会計研究の
知見を援用して分析を行う。そして、組織間における品質原価計算と組織間管理会計との関
係性について考察する。その理由は、組織の境界を越えた管理会計を研究対象とする組織間
管理会計研究の知見は、組織間における品質原価計算に関しても、分析の枠組みとして適用
可能であると想定できるためである。
4.1　組織間管理会計の主要論点
　組織間管理会計の主要論点について、窪田・大浦・西居（2008）や窪田（2005）などを
参考にしつつ検討すると、組織間における「情報共有」「信頼」「コントロール」が主要論点
となることが認識できる（窪田・大浦・西居，2008，pp.117-120; 窪田，2005，pp.170-
180）。組織間において管理会計手法が活用される時、何らかの形で会計情報を共有するこ
とが必要となる場合があること、信頼関係の有無やバイヤー・サプライヤー間のコントロー
ル構造によって適切な組織間マネジメントのアプローチが異なってくることなどを考える
と、情報共有・信頼・コントロールの三種類が組織間管理会計の主要論点であるのは自明で
あると認識できる。組織間の「情報共有」に関して、Cooper and Slagmulder（1999）は、
企業間で連携して原価管理を行っていくためには情報共有が必要であるといった主張を行っ
ている（pp.106-108）。組織間の「信頼」に関して、Cooper and Slagmulder（1999）は、バ
イヤー・サプライヤー間における信頼関係が両者の互恵的な相互作用を可能にするので、信
頼関係が組織間における原価管理の基礎となるといった主張を行っている（pp.57-58）。組
織間の「コントロール」に関して、窪田（2008）は、組織間管理会計研究では、組織間コ
ントロールにおける管理会計情報の活用について検討されていると指摘している（pp.89-
90）。
　組織間品質原価計算の考察においては、この「情報共有」「信頼」「コントロール」の三点
を論点として取り上げる。具体的には、情報共有に関しては、組織間品質原価計算のそれぞ
れのアプローチが、バイヤー・サプライヤー間でどのような品質原価情報のやりとりを生じ
させるのかについて分析を行う。また、信頼に関しては、組織間品質原価計算のそれぞれの
アプローチについて、バイヤー・サプライヤー間の信頼関係が必要とされるのか、あるいは
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逆に信頼関係によって阻害されるのか、といった点について分析を行う。そして、組織間コ
ントロールに関しては、組織間管理会計におけるコントロールの議論において代表的なフ
レームワークである、Van der Meer-Kooistra and Vosselman（2000）の議論に基づいて分
析する。
　Van der Meer-Kooistra and Vosselman（2000）においては、組織間コントロールが「市
場ベース」「官僚制ベース」「信頼ベース」の三種類に分類されている。市場ベースは市場取
引によるコントロールであり、官僚制ベースは、契約のルールなどによって固められた、企
業間の階層的な関係によるコントロールであり、信頼ベースは、相互依存性などに由来する
信頼関係に基づくコントロールであるとされる。それぞれのコントロールの特徴について、
Van der Meer-Kooistra and Vosselman は、バイヤーとサプライヤーが接触を行う段階、契
約を行う段階、業務が実施される段階、という三段階に区分して整理を行っている。
　市場ベースのコントロールに関しては、まず競争入札による接触が行われる。契約段階に
おいては、詳細な契約は用意されず、アクティビティやアウトプットの標準に基づいた支払
い額が設定される。そして、業務実施段階においても定期的に事後的な競争入札が行われる。
　官僚制ベースのコントロールに関しては、まずバイヤーが詳細な選考基準を用いて潜在的
なサプライヤーを事前に特定し、入札手続きを行うことによって接触が行われる。契約段階
においては、詳細で複雑な契約が用意され、アクティビティやアウトプットに関して、標準
ではなく実際を基準に支払いが決定される。そして、業務実施段階では、バイヤーによる監
督や業績評価が行われ、事後に詳細な情報処理が行われることになる。また、場合によって
は直接的な介入も行われる。
　信頼ベースのコントロールに関しては、まずバイヤーは友好関係、過去の契約関係、サプ
ライヤーの評判などに基づいたサプライヤーへの信頼に基づいて、サプライヤーに接触を行
う。契約段階においては、国際的契約がフレームワークに基づいて設定され、契約に基づい
た信頼関係が形成される。また、支払いに関しては、アクティビティやアウトプットの関係
は薄くなるように設定される。そして、業務実施段階では、個人レベルでの相談や協調が行
われ、能力や善意に基づいた信頼関係が形成されることになる。また、プロセス志向で組織
文化に基づいたコントロールメカニズムが適応される（pp.52-61）。
　このように、Van der Meer-Kooistra and Vosselman のフレームワークにおいては、バイ
ヤー・サプライヤー間のコントロール構造が三種類に分類されている。この三種類を比較す
ると、市場ベースのコントロールはバイヤーとサプライヤーが市場取引を介在して結びつき
が薄い状態である一方、信頼ベースのコントロールはバイヤーとサプライヤーが相互に信頼
関係を形成している結びつきの濃い状態であると判断できる。また、契約を通してバイヤー
とサプライヤーが関係している官僚制ベースのコントロールは、その中間程度の結びつきの
状態である。組織間コントロールについての考察では、このようなバイヤーとサプライヤー
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の距離関係が、組織間における品質原価計算においてどのように作用するかについて検討す
る。
4.2　組織間管理会計と組織間品質原価計算
　前述したような組織間管理会計研究の知見に基づいて、導入要求型から改善補助型までの
組織間品質原価計算のアプローチについての考察を行っていく。
4.2.1　導入要求型と組織間管理会計の関係
　「情報共有」については、バイヤーがサプライヤーに対して品質原価計算の導入を要求す
るだけで導入要求型の品質原価計算は成立するため、基本的には情報共有は行われないこと
になる。
　次に「信頼」については、バイヤーのサプライヤーに対する品質原価計算の導入要求が行
われるかどうかは、信頼関係の有無とは無関係である。バイヤーは、特に既存の取引関係の
無いサプライヤーに対しても、新規の契約条件に品質原価計算の導入を義務付けることは可
能であるし、今までに多くの取引実績があり信頼関係が構築されているサプライヤーに対し
ても、契約内容の変更に関する交渉や、契約よりも非公式的なレベルでの説得などを通して
品質原価計算の導入を要求することが可能である。
　そして「コントロール」については、要求の内容や方法は状況によって異なるとしても、
バイヤーがサプライヤーに対して品質原価計算の要求を行うことに、特に制約条件は存在し
ない。そのため、導入要求型は全てのコントロール下において成立する。
4.2.2　改善要求型と組織間管理会計の関係
　「情報共有」に関して検討すると、改善要求型においては、バイヤーが品質原価計算によっ
て発見したサプライヤーの品質問題について、サプライヤーに改善を要求することになる。
つまり、バイヤーの情報がサプライヤーに提供される形で情報共有が行われることになる。
　次に「信頼」について検討すると、改善要求型においては、バイヤーがサプライヤーに対
して品質原価計算を通じて得た内部情報の一部を公開することになる。しかし、信頼関係が
存在していないサプライヤーに対して内部情報を一部でも公開することは、バイヤーにとっ
て情報漏洩などのリスクが大きいことが想定できる。そのため、改善要求型においては、バ
イヤーがサプライヤーに対して最低限度の信頼関係を有していることが前提となる。とはい
え、公開する情報はバイヤーがサプライヤーに品質改善をしてもらいたい品質問題に関連す
る一部情報であり、また一般的にはバイヤーとサプライヤーの階層構造を考えると、契約時
にサプライヤーがバイヤーの内部情報を悪用することは難しいため、高度な信頼関係を前提
とするわけではない。
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　そして「コントロール」について分析すると、改善要求型においてはバイヤーがサプライ
ヤーに情報公開をする必要があり、それはバイヤーにとってのリスク要因である。そのため、
信頼ベースのコントロールが成立していて十分な信頼関係が成立している状況や、官僚制
ベースのコントロールが成立していて契約を通じてある程度の信頼関係が担保できる状況に
おいて改善要求型は実行可能であるが、市場ベースのコントロールが成立していてバイヤー
とサプライヤーがあくまでも市場を通した一時的な関係でしかない場合においては、実行が
難しくなる。
4.2.3　協働改善型と組織間管理会計の関係
　「情報共有」について検討すると、協働改善型におけるバイヤーとサプライヤーの一致協
力による品質原価低減のためには、品質原価や品質関連の情報を、バイヤーとサプライヤー
が相互に共有し、活用していく必要がある。
　次に「信頼」について分析すると、協働改善型においてバイヤーとサプライヤーが効果的
に協力するためには、バイヤーとサプライヤーの間に強い信頼関係が必要となる。バイヤー
は、サプライヤーとの信頼関係が存在しない場合は、サプライヤーに協力するための費用を
出し惜しむことになる。また、サプライヤーは、内部情報を悪用されるリスクがあるので、
信頼できるバイヤーでなければ情報公開を行わない。
　そして「コントロール」については、協働改善型においては先述したように強い信頼関係
が必要であるため、成立は信頼ベースのコントロール下に限定される。市場ベースや官僚制
ベースのコントロールにおいては成立しない。
4.2.4　購買選択型と組織間管理会計の関係
　「情報共有」について検討すると、購買選択型においてはバイヤーが独自のアプローチを
用いてサプライヤー由来の品質原価を推定し、サプライヤー評価に活用することになるの
で、情報共有は行われない。
　次に「信頼」に関しては、バイヤーとサプライヤーの間に既存の取引関係から信頼関係が
成立している状況ではサプライヤーの切り替えにも費用が生じるので、仮にサプライヤーに
品質問題が生じていたとしても、購買選択型を用いてサプライヤーの切り捨ての判断を行う
前に、支援や協力を行うべきである。そのため、購買選択型はバイヤーとサプライヤーに信
頼関係が存在していない状況が前提となる。
　そして「コントロール」について分析すると、購買選択型においては先述したように信頼
関係が存在しないことが前提となるため、取引関係や契約を通じて何らかの信頼関係が存在
している信頼ベースや官僚制ベースのコントロール下においては成立せず、市場ベースのコ
ントロール下においてのみ成立する。
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4.2.5　改善補助型と組織間管理会計の関係
　「情報共有」について分析すると、改善補助型においてはバイヤーが独自のアプローチを
用いてサプライヤー由来の品質原価を推定し、サプライヤーを支援するために用いるので基
本的には情報共有は行われない。ただし、バイヤーがサプライヤーを支援する過程で、何ら
かのサプライヤーにおける品質情報などをバイヤーが入手する可能性も想定できる。
　次に「信頼」に関しては、バイヤーにとって、信頼関係が成立してない代替可能なサプラ
イヤーに対しては、品質問題改善の支援のための費用を投じるよりも、品質問題の生じない
ようなサプライヤーに切り替える方が好ましい対応策となる。また、サプライヤーにとって
もバイヤーに内部情報を入手される可能性があるため、仮に内部情報が公開されたとしても
問題の無い、信頼できるバイヤーからの支援でなければ受入れにくい。そのため、改善補助
型はバイヤーとサプライヤーの間に信頼関係が存在していることが前提となる。
　そして「コントロール」について検討すると、改善補助型においては先述したように信頼
関係が前提となるので、成立は信頼ベースのコントロール下に限定される。市場ベースや官
僚制ベースのコントロールにおいては成立しない。
4.3　組織間品質原価計算と組織間管理会計の関連性についての総括
　以上、組織間における品質原価計算について、組織間管理会計と結び付けて考察を行って
きた。その内容について総括を行っていく。まず、組織間における品質原価計算の五種類の
アプローチと、組織間管理会計の主要論点である「情報共有」「信頼」「コントロール」との
関連を整理した。その結果を、下の表 2にまとめる。
表 2：品質原価計算と組織間管理会計の関係性
情報共有の必要性 信頼の必要性 適合する組織間コントロール
導入要求型 無 無 市場・官僚制・信頼
改善要求型 有（バイヤー→サプライヤー） 有 官僚制・信頼
協働改善型 有（相互） 有 信頼
購買選択型 無 無 市場
改善補助型 無 有 信頼
出典：筆者作成
　この表から認識できる、考察による判明点は三点存在する。一点目として、バイヤー・サ
プライヤー間にどのようなコントロールが成立していたとしても、何らかの形で組織間品質
原価計算が成立しうるということが判明した。本論文では、Van der Meer-Kooistra and 
Vosselman のフレームワークを用いて、バイヤー・サプライヤー間のコントロールを「市場
ベース」「官僚制ベース」「信頼ベース」の三種類に分類した。そして、組織間品質原価計算
組織間における品質原価計算の活用とその課題
─ 222 ─
の個別のアプローチを取り上げた時は、導入要求型を除き特定の組織間コントロール構造に
限定されることになる。たとえば、改善要求型は官僚制ベースもしくは信頼ベースのコント
ロールに限定され、購買選択型は市場ベースのコントロールに限定されることになる。しか
し、組織間における品質原価計算を全体として捉えた場合、バイヤー・サプライヤー間にど
のようなコントロール構造が成立していたとしても、何らかの形で組織間における品質原価
計算が適用可能であることが認識できる。市場ベースのコントロールの場合は導入要求型と
購買選択型が、官僚制ベースの場合は導入要求型と改善要求型が、信頼ベースの場合は導入
要求型と改善要求型と協働改善型と改善補助型が、それぞれ適用可能である。このように、
組織間における品質原価計算について体系整理を行い、組織間管理会計の知見を援用して考
察を行うことによって、バイヤー・サプライヤー間にどのようなコントロール構造が存在し
ていたとしても、何らかの形で品質原価計算が適用可能であることが判明した。
　二点目として、バイヤー・サプライヤー間のコントロール構造毎に、適切な組織間品質原
価計算のアプローチが判明した。一点目の判明点において先述したように、組織間のコント
ロール構造それぞれについて、適用可能な組織間品質原価計算のアプローチが認識できる。
この発見は、実務で組織間における品質原価計算を導入する際に、バイヤーとサプライヤー
の関係性から最適な品質原価計算のアプローチを選択するために用いることができる。
　三点目として、組織間管理会計研究による知見を、組織間における品質原価計算を考察す
る上で有効に活用できることが判明した。組織間品質原価計算のそれぞれのアプローチにつ
いて、組織間管理会計の主要論点と関連させた考察を行うことで、単に組織間における品質
原価計算だけを検討した時よりも、どのようなバイヤー・サプライヤー関係において個別の
アプローチが成立するかについて、明確に把握できるようになった。既存の組織間管理会計
研究において、組織間品質原価計算は焦点の対象となってこなかったが、このように組織間
管理会計研究を活用することによって、組織間品質原価計算についての新たな知見を得るこ
とができるのならば、今後の組織間管理会計研究において、組織間品質原価計算を対象とす
ることの必要性は大きいと判断できる。
5.　組織間における品質原価計算の課題
　組織間における品質原価計算について、体系整理と考察を踏まえつつ想定される課題につ
いて検討する。まずは、分類毎の課題について取り上げ、その後に組織間品質原価計算全体
について取り上げる。
5.1　導入要求型の課題
　導入要求型の品質原価計算の課題は三点考えられる。一点目が、コントロール構造毎の品
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質原価計算導入要求方法の類型についてである。前節で検討したように、確かに導入要求型
は、バイヤーとサプライヤーの間にどのようなコントロール構造が成立していたとしても、
バイヤーにとって実行可能なアプローチである。とはいえ、成立しているコントロールに
よって、バイヤーがサプライヤーに品質原価計算を導入する方法は異なってくるだろう。た
とえば、取引契約において品質原価計算の導入を義務付けたり、契約という公式の手続きに
頼らない非公式の説得によって品質原価計算の導入を要求したりすることが可能である。ま
た、競争入札の入札条件に品質原価計算の導入を必須要件にするなど、そもそも品質原価計
算を導入している企業としか取引しないようなサプライヤー選択基準を設けることで、実質
的に導入要求型アプローチの目的を達成できるだろう。今後の研究においては、このような
コントロール構造毎の導入要求型の類型について、検討課題となる。
　二点目として、導入要求型によるサプライチェーンにおける品質原価削減分を、バイヤー
とサプライヤーでどのように共有するかについても、課題として想定できる。確かに、サプ
ライヤーが品質原価計算を導入すれば、サプライチェーン全体において品質原価は削減され
る。とはいえ、それをバイヤーとサプライヤーでどのようにシェアしていくかについては、
別の問題である。場合によっては、サプライヤーにおける品質原価の削減分の多くの部分を
バイヤーが利益として確保することもあるかもしれない。あるいは、バイヤーにとってサプ
ライヤーの品質が改善されれば十分であり、サプライヤーにおける品質原価の削減部分は全
てサプライヤーが利益を受け取る場合もあるかもしれない。このような論点について、今後
の研究で明らかにしていくことが求められる。
　三点目として、導入要求型と ISO/TS16949 の実務との関連がどのような状況にあるのか
についても、課題として想定できる。文献レビューにおいて確認したように、自動車業界の
バイヤーの一部は ISO/TS16949 の導入をサプライヤーに要求していて、その ISO/
TS16949 においては品質不良原価の分析が要求されている。しかし、企業が実際にどの程
度 ISO/TS16949 を理由に品質原価計算を導入し、活用しているのかについては明らかに
なっていない。そのため今後の研究においては、実務において、導入要求型と ISO/
TS16949 の関連がどのような状況にあるのかを明らかにしていくことが求められる。
5.2　改善要求型の課題
　改善要求型の品質原価計算の課題として考えられるのが、バイヤーがサプライヤーに要求
を受け入れさせる方法についてである。第三節で検討したように、バイヤーが改善要求型を
実施した場合、サプライヤーにとって直接的なメリットは存在しない。そのため、バイヤー
がサプライヤーに品質改善の導入を要求する時には、何らかの方策が必要になることが推測
される。それは、例えばサプライヤーに対して何らかの強制力を用いる形式かもしれないし、
あるいはサプライヤーに対して見返りを与えてその交換条件にする形式かもしれない。その
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ような、バイヤーがサプライヤーに要求を受け入れさせる方法が、今後の検討課題となる。
5.3　協働改善型の課題
　協働改善型の品質原価計算の課題は二点考えられる。一点目は、原価企画における品質改
善との比較についてである。協働改善型の品質原価計算における、バイヤーとサプライヤー
の協働のプロセスは、日本の製造業の原価企画におけるバイヤーとサプライヤーの協働のプ
ロセスと類似するものである。そして、原価企画においても品質改善について考慮されてい
る。この点について、伊藤（2005）は、原価企画のような手法を実現する、日本における
強固なバイヤー・サプライヤー関係を背景にして、品質原価に関してバイヤーとサプライ
ヤーが協力することが望ましいと主張する。それと同時に、原価企画においても、単に原価
管理が行われるだけでなく、サプライチェーンにおける品質管理が行われていると指摘する
（p.159）。このような状況において、組織間品質原価計算による品質改善が、既存の原価企
画によるサプライチェーンにおける品質改善とどのように異なるのかを明らかにしていくこ
とが求められる。
　二点目として、協働改善型の海外における適用可能性が課題として想定できる。協働改善
型のような、バイヤーとサプライヤーが一致協力して品質原価削減を行うアプローチは、日
本的なバイヤー・サプライヤー関係において適しているという主張は、文献レビューにおい
ても確認した通りである。とはいえ、海外においても協働改善型の活用可能性は存在するか
もしれない。そのため、海外における競合改善型の適用可能性の有無を確認することが、今
後の検討課題となる。
5.4　購買選択型の課題
　購買選択型の品質原価計算の課題として考えられるのが、サプライヤー由来の品質原価見
積もりの方法についてである。バイヤーが購買選択型を実施するためには、サプライヤー由
来の品質原価の見積もりを行わなければない。先行研究においては、サプライヤー由来の品
質原価の見積もりに関して、二つのアプローチが提要されている。一つがWinchell（1986）
の提唱するサプライヤー由来の品質原価の内可視化されている部分に着目する方法であり、
もう一つがRamudhin et al.（2008）などの主張する数式モデルに基づく見積もり方法であ
る。この両者のアプローチに関して、どちらが好ましいのか、適切に使い分けが可能なのか、
あるいは他のアプローチは存在しないのか、などといった論点を明らかにしていくことが求
められる。
5.5　改善補助型の課題
　改善補助型の品質原価計算の課題として考えられるのが、バイヤーにとって負担に見合う
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だけのリターンがあるのかについてである。改善補助型には、バイヤーにとってサプライ
ヤーの品質原価を見積もるための費用と、サプライヤーに品質改善の支援をするための費用
という、二重の負担がかかる。そのため、バイヤーにとって改善補助型が、本当に負担に見
合うだけのリターンがあるのかについては検討する必要がある。そもそも改善補助型は実施
するべきではないのか、あるいは限定的な状況において成立するものなのか、それとも多く
の状況において改善補助型が効果的であるのか、などといった論点が今後の検討課題となる。
5.6　組織間における品質原価計算全体の課題
　組織間における品質原価計算全体としての課題は、三点考えられる。一点目は、組織間品
質原価計算の個別のアプローチの相互の関連性についてである。体系整理と考察を行うこと
によって、組織間品質原価計算についての全体像の把握を行い、五種類の個別のアプローチ
についての特徴を把握することはできた。その一方で、個別のアプローチの相互の関連性に
ついては、検討余地が残っている。具体的には、それぞれのアプローチが併用可能であるの
か排他的なのかといった点や、併用可能なアプローチに関して何らかのシナジー効果が発生
するのかといった点については未判明となっている。このような点について、明らかにして
いくことが必要となる。
　二点目として、組織間のパワー関係についての考察が課題として指摘できる。本論文にお
いては、組織間管理会計の知見を援用し、組織間における品質原価計算を、情報共有・信頼・
コントロールといった要素に結び付けて考察した。しかし、実際のバイヤー・サプライヤー
関係においては、この三要素以外にもバイヤー・サプライヤー間のパワー関係が重要な論点
になると想定できる。今後の研究においては、本論文のフレームワークを拡張して、パワー
関係についても考察において踏み込むことが求められる。
　三点目として、実務についての知見が不足していることが課題として指摘できる。組織間
における品質原価計算についての先行文献は、レビューで確認したようにそれ程多くない。
そして、特に企業においてどのような組織間品質原価計算の実務が行われているかについて
の知見が不足している。そのため、本論文において体系整理を行った五種類のアプローチの
内、現状で一部でも実務において適用されていることが確認されているのは、導入要求型と
購買選択型だけである。そのため、今後の研究においては、導入要求型と購買選択型以外の
アプローチが実際に行われているかを確認し、組織間における品質原価計算が実際の企業に
おいてどのように活用され、どのような課題が生じているかを認識するために、実務につい
ての知見を深めていくことが求められる。
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6.　終わりに
　本研究においては、まず組織間品質原価計算についての文献レビューを行った。その上で、
組織間品質原価計算の体系整理を行い、組織間管理会計の知見を援用して考察を行った。更
に、体系整理と考察を踏まえて組織間品質原価計算における課題の抽出を行った。
　研究による判明点として、体系整理と考察によって、バイヤー・サプライヤー間でどのよ
うな組織間コントロールが成立していても、組織間品質原価計算は成立しうることと、バイ
ヤー・サプライヤー間のコントロール構造毎に適切な組織間品質原価計算のアプローチが存
在することと、組織間管理会計のフレームワークが組織間品質原価計算の考察に有効である
ことが確認された。このように、組織間の品質原価計算について体系整理を行い、組織間管
理会計研究と関連させた考察を行うことによって、今後の組織間品質原価計算についての研
究の基盤となるような知見を示すことができた。また、組織間管理会計において、組織間品
質原価計算を対象とすることの必要性を示すことができた。
　一方で、組織間品質原価計算には課題が多く残されていることも判明した。将来的には、
組織間における品質原価計算について、本論文で指摘を行ったような課題を解決するための
研究が求められる。
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